
「 住 居 を 失 っ た 離 職 者 に 対 す る 総 合 支 援 策 」 の  

拡 充 に 関 わ る 意 見 書  

 

 急 速 に 悪 化 す る 雇 用 失 業 情 勢 に 対 応 し 、 住 居 を 失 っ た 離 職 者

を 支 援 す る 「 新 た な セ ー フ テ ィ ネ ッ ト 」 の 構 築 に 向 け た 予 算 措

置 が 、 政 府 の 「 経 済 危 機 対 策 」 に よ り 行 わ れ た 。 こ の 「 雇 用 と

住 居 を 失 っ た 者 に 対 す る 総 合 支 援 策 」 は 平 成 2 1 年 1 0 月 か ら 実

施 さ れ て い る 「 訓 練 ・ 生 活 支 援 給 付 」「 住 宅 手 当 」「 就 職 安 定 資

金 融 資 」「 生 活 福 祉 資 金 」の ４ 事 業 が そ れ ぞ れ 別 の 申 請 窓 口 と な

っ て い る な ど 、「 セ ー フ テ ィ ネ ッ ト 」と し て の 機 能 が 十 分 に 発 揮

さ れ な い こ と が 懸 念 さ れ る 。  

 こ の よ う な 状 況 を 改 善 す る た め に も 、 国 、 県 、 市 町 村 と 関 係

機 関 が 一 体 と な っ た 対 策 が 図 ら れ る よ う 法 制 化 を 行 う こ と が 必

要 と 考 え る 。  

 よ っ て 、 本 市 議 会 は 、 政 府 に 対 し 以 下 の 事 項 に つ い て 強 く 要

望 す る 。  

 

 １ ．「 住 居 を 失 っ た 離 職 者 に 対 す る 総 合 支 援 策 」事 業 を 、迅 速

か つ 円 滑 に 実 施 す る た め に 、 国 、 県 、 市 町 村 と 関 係 機 関 が

一 体 と な っ た 対 策 を 図 ら れ る よ う 法 制 化 を 行 う こ と 。  

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

平成 22 年６月 29 日 

 

福島県伊達市議会議長 吉 田 一 政    

 

 

 総 務 大 臣    原 口  一 博  様  

 財 務 大 臣    野 田  佳 彦  様  

 厚 生 労 働 大 臣  長 妻  昭   様  

 衆 議 院 議 長   横 路  孝 弘  様  

 参 議 院 議 長   江 田  五 月  様  

 

 

 

 

 

 


